
STS研究教育センターの構想
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3.1 はじめに: STS の定義

科学.1麺村の発達は、 20 世紀の人類社会に空前の繁栄をもたらした0 し

かしそれと同時に、深刻な環境問題や多数の社会的・倫理的問題を生ぜし

めたこともまた事実である。本小論では、こうした科学・技術と社会の問題

に、総合的な観点から対処することを目的とした研究教育組織に関する筆者

の提案を素述する。本題に入る前に、この提案において最も重要な意味をも

つ「STS」という概念の定義を与えておくことにする。

STS とは、"science, Techn010gy, and society"(科学技術社云6冊)の

略称である。この語は、"science and lechn0108y studies"などの意味で

使用されることもあるが、ここでは「STS」を"science, Techn010gy, and

S。ciety"の意味において使用する。また筆者は、「科学'技術と社会の関係」
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及び「社会における科学・技術のあるべき方向性の探究」を根本課題とす

る学問の領域を指す名称として「STS」を使用する。

さらに STS は、科学・;麺村の進歩そのものに反対する「反科学」運動の標

語として理解されることもあるが、筆者はこの語を、こうした反科学的意味

では使用しない。上述の通りここでは、あくまでも社会との現実的な関わり

において「科学・技術のあるべき方向性」を探求する学問領域を意味するも

のとしてこの語を使用する。

第3章 STS研究教育センターの構想

3.2 STS研究・教育の目的と必要性

ここに提案するSTS研究教育センターの目的は、社会における科学・技術

のあるべき方向性の探究と、その実装に係る人材、即ち科学・技術政策およ

び行政と、科学・1逝荷ジャーナリズムの一翼を担うべき人材の育成である。

伝統的な学問領域においても、科学史・科学哲学や科学社会学といった

分野において、 STSと類似した観点からの研究が存在しないわけではない。

しかし一般にこれらの伝統的なアプローチは、自然科学や工学といった科

学・1麺村の営みにおける知識体系の成立根拠に関する認識論的探求であった

り、または科学・技術の営みを、言わぱ汐H則から観察・記述することに止まっ

ているものが多く、科学・技術を言わばその内部から的確に理解し、科学

技術のあるべき方向性を提示するまでのレベルに達しているものは少ない。

一方で、現実に日々猛烈な勢いで進展しつつぁる科学・技術は、20世紀の人

類社会に空前の繁栄をもたらしたことに止まらず、むしろその副作用として

深刻な環境問題や、多数の倫理的・社会的問題を生み出しつつぁる。このよ

うな状況に直面し、現実社会における科学・技術のあり方を的確に捉え、そ

のあるべき方向性を探究していくことの重要性は、改めて述べるまでもない

だろう。

☆柴崎文一☆
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しかし科学.1麺村のあるべき方向性を如何に探求しても、それが実現され

なけれぱ無意味である。現実上、この実現には科学・技術政策と行政の判断

が決定的な役割を果たすことになる。ところが我が国には、科学'1麺村政策

ないし行政の専門家養成を主要目的とする高等教育機関は、ごく少数しか存

在しておらず、また既存の機関が十分にこの機能を実現しているかという戸

にっいても、筆者としては疑念を呈せざるをえない。

確かに、いわゆる基幹国立大学における教育学部は、文部官僚の養成をー

つの目的としてきた。しかし科学・技術の進むべき方向性に関する行政を担

当することと、文音附テ政を担当することは、決して同一のことではない。そ

してこの違いを的確に認識せず、独立した科学・技術行政の計画的推進を

怠って来たことが、今日のIT、生命科学、宇宙開発等の先端科学'技術分

野における、諸外国に対しての我が国の遅延をもたらしめた原因のーつにも

なってぃるとは言えないだろうか。

中国を始めとするアジアの諸国が猛烈な勢いで科学・技術を進展させ

つっある今、我が国の科学・1麺村政策と行政が現状のままに止まるなら、

近い将来、我が国の科学・技術の水準は、世界をりードするどころか、見

る影もないものとなろう。常に後追い的な措置に止まるのではなく、長

期的な展望に立って確固とした科学・技術政策を立案・実行して行くこと

は、今まさに我が国が取り組むべき急務の課題であると言わなければなら

ない。しかも闇雲に科学・技術の進歩自体を自己目的化するのではなく、

人類社会全体にεらtの幸福を志向しっつ、我が国のとるべき科学・技術政

策と行政の方向性を決定していくことは決して容易なことではない。これほ

どまでに大きな課題の対処にあたって、極めて限定的な研究'教月機関しか

もたないという我が国の現状は何たることであろうか。
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また、健全な政策の立案・実行には、良質なジャーナリズムによるキ央証と

批判が不可欠であることも忘れてはならない。一般に、高度に発達した国家

体制における行政機構は、強大な権力を所有するものとなり、この権力の維
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持・拡大を自己目的化する傾向がある。行政におけるこのような腐敗傾向を

排除し、常に健全な民主主義の精神に立った行政の推進には、良質なジャー

ナリズムを媒介とした大衆意見の形成とその反映が必要である。この意味

で、科学政策ないし行政を担当する人材の養成と、科学ジャーナリストの育

成は、表裏一体の関係にあると言える。これは法曹教育において、司法官の

養成と弁護士の養成が表裏一体の関係にあるものと、ある種、類比的である

と言ってもよい。

第3章 STS研究教育センターの構想

3.3 総研大においてSTS研究・教育を推進すること

の必然性

うまでもなく、大学共同利用研究機関の集合体である総合研究大学院

大学(以下、総研大)は、我が国を代表する先端科学研究機関の集合体に他

ならない。したがって総研大は、科学・技術をその内部から的確に理解し、

科学・1麺村のあるべき方向性を提示しようとする STS研究・教育組織を形成

するための前提条件として、言わぱ理想的な環境にあると言える。むしろ、

科学・1麺村のあるべき方向性を総合的に探求し、この実装に係る人材を育成

することは、我が国を代表する先端科学研究機関の集合体たる総研大にとっ

て、不可避の課題でさえあると言っても過言ではない。また、常に先端科学

の推進を使命とする総研大内に、言わぱ科学の自己批判的研究・教育組織を

設けることは、ある意味で総研大の見識を世に示すことにもなろう。これは

米国において、科学・技術系大学の最高峰たる MITが、 STS に関する独立

した学部・研究科組織を有していることからもうなずけるところである。

☆柴崎文一☆

さらに統顯升大は、後期博士課程のみからなる大学院大学であるという点か

ら見ても、上述のような人材育成を目的とする研究教育組織を形成するため

に、理想、的な条件を満たしていると言える。欧米先進諸国の例を見るとき、

科学・1麺荷行政の担当者ないし科学・チ麺村ジャーナリストが、博士号を取得

言



3.3 総研大において STS研究・教育を推進することの必然性

してぃないというケースは稀である。このことは、筍も「科学・1麺村のある

べき姿の実現」に係わろうとする者は、少なくとも何れかの専門分野におい

て、博士号を取得する程度の学術専門性を具えている必要があるというこ

とを意味してぃる。この点から見ても、博士号の授与を第一目的とする靴顯升

大は、上述のような人材を輩出するために理想、的な環境にあると言えよう。

(なお、各専門分野における博士号の取得という点に鑑みて、 STS の教育課

程は、一般学部における教員資格の取得に類似した位置付けが望ましいと考

えられる。)

もちろん十全な形でのSTS研究教育組織を形成するためには、靴新牙大が

保有する現有の人的資源では必ずしも十分ではない。STS の研究と教育に

は、自然科学.社会科学・人文科学及び工学の全領域から、「科学・1麺村のあ

るべき姿を探求する」という同一の問題意識を共有した研究者の集団が構成

される必要がある。この点、総研大の現状では、特に工学及び社会科学に係

る専門研究者層が希薄であると言わざるを得ない。したがって総研大内に、

STS研究.教育組織を本格的に設置するためは、将来、これらの分野におい

て STS の研究と教育を志向する人的資源の拡充を目指していく必要がある。
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しかしながら、理論物理学・加速器科学・社会学・哲学及び情報科学の各

専門分野の研究者から成る教育研究交流センター(以下、交流センター)は、

こうした STS研究・教育組織の準備母体としては十分な条件を備えている

と言える。この意味で、交流センターが基盤となり、総研大における SIS

研究.教育組織の形成を目指していくことは、極めて自然な姿であると言え

るだろう。
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3.4

第3章 STS研究教育センターの構想

当面の活動

開催

将来の目標としては、STS の研究と教育を目的とした新センターの設置を

目指すことになるが、交流センターがもつ現状の機能を利用しても、こうし

た目標の実現に向けた活動を行っていくことは可能である。交流センターで

は、センターが担当する教育的事業のーつとして、比較的少人数の参加者を

募り、専門性の高いレクチャーと議論の展開を目的とした「湘南レクチャー」

を主催してきた。ここでは、この機能を利用した「総研大STS レクチャー」

の開催を提案することにしたい。

私案では、この分野に興味のある学生が、1年次から3年次まで、統一的

で体系的なカリキュラムのもとでレクチャーを受講できるように、3年間に

渡るレクチャーシリーズが望ましいと考えている。またこのレクチャーに

は、 SIS に関心のある総研大教官の参加も呼びかけたい。

現状では、およそ次の3分野によって構成される教育内容を想定している。

総研大STS レクチャ

☆柴崎文一☆

シリーズの

科学・技術論

科学史・科学哲学、科学論、科学社会学、技術史、工学倫理、応用倫

理、りスク評価・マネージメントなどの科学・1麺村を研究対象とした

既存の分野に関する包括的な知見を得ることを目標とする。講師に

は、これら各分野の専門研究者が想定される。

科学・技術政策/行政

科学・技術政策/行政の現状と課題について、諸外国との比較に基づ

く具体的な知識と実践的な展望の獲得を目標とする。講師には、主に

実際の科学・技術政策/行政に係わっている行政官及び政治家が想、定

2
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される。

科学・1麺村ジャーナリズム

科学・技術ジャーナリズムの根本課題を老察する。あわせてジャーナ

リズムそれ自体の本質的使命を考察することも重要な目標とする。講

師には、主に科学・1麺村に関係するジャーナリスト及ひマスメディア

の研究者が想定される。

3

なおこれらの3分野は、ーつずつ三年問にわたり講義されるのではなく、

毎年開催されるレクチャーにおいて三つの分野がバランスよく含まれるもの

とするべきである。最終的には総研大内にSTSの研究と教育を目的とする

センターが設置され、日本における SIS の拠点となるべきであるが、こうし

たレクチャーシリーズの開催は、それ自体としても十分に意義のあることだ

と言えるだろう。そしてこのレクチャーシリーズの実施が、アカデミツクな

意味においてばかりではなく、科学・1麺村政策/行政やジャーナリズムの世

界においても注目されるところとなり、本格的なSTS研究教育センターの

設置へと向けた礎となれば、これに勝ることはない。また、このレクチャー

シリーズの実施から得られる経験は、将来の恒常的な STS教育プログラム

におけるカリキュラム編成においても貴重な元資料となりうるだろう。

265

3.5 おわりに

いわゆる先進諸国における生活世界の「技術化」(テクノロジーへの依存)

は、まさに奔流の如くである。科学・1麺荊、とりわけ「技術」の進歩に対し

て「人間の主体陛」が意味を主張しうる時間は、それほど多くは残されてい

ないかも知れない。「科学・チ麺村のあるべき姿」の考察は、こうした「1麺荷

化の時代」に生きる我々にとって、自己の存在意義を自己自身において引き

受けつつ確立して行くために、今や避けることのできない実存的課題なので

ある。




